
令和7年度 第３回 大分県行財政改革推進委員会
次 第

日 時：令和８年２月２５日（水）14:00～

場 所：本館２階 正庁ホール

１ 開 会

（１）令和８年度当初予算案及び組織改正について
（２）本県の人口と社会保障関係費について

３ 議 題

４ 報 告

２ 知事あいさつ

５ 閉 会

（１）大分県ＤＸ推進戦略の改定について
（２）指定管理について (第２回委員会等の意見への対応状況)
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１．県民目線に立ったデジタル社会の実現

（１）ＤＸの加速化と先端技術の活用

① 県民サービス向上に資する業務の効率化・高度化
○デジタル行革による業務の効率化

○公共性の高い分野等におけるＤＸの推進

（福祉保健、防災、農林、土木建築、教育）

○市町村の行政ＤＸへの支援

② デジタルデバイド解消に向けた取組
○企業等との連携による高齢者、障がい者、小中学生等への支援

（２）行政におけるＤＸ人材の確保・育成と環境整備

① ＤＸ人材の確保・育成
○職員のＤＸリテラシーの向上、ＤＸ推進リーダーの育成

②オープンデータの環境整備と利活用促進
○県保有データの公開拡大、企業等によるデータ利活用の促進

③デジタルインフラの効果的な運営及び活用
○デジタルインフラの安定稼働とインフラ整備

２．連携・協働による公共サービス等の維持・向上

（１）市町村連携等による広域課題の解決と効率化

① 水道 ②下水道
○広域化・共同化による管理の効率化

○計画的な資産管理と持続可能な経営の推進

③ その他行政サービスの広域連携・標準化
○新しいおおいた共創会議の活用

○定型業務の効率化推進、人材の確保・育成支援

（２）多様な主体との連携・協働
〇企業等との連携協定による取組の強化

○ＮＰＯとの協働の推進

〇県内外の大学等と県内企業・自治体との協働事業の推進

〇ネットワーク・コミュニティ等による持続可能な地域づくり

○地域の未来を担う人材の確保

○地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制整備

○地域コミュニティの基盤を支える社会教育の推進

３．社会資本・公共施設の老朽化への対応

（１）長寿命化・予防保全の推進
○予防保全型維持管理の推進

○新技術等の活用による効率的な点検・補修工事の推進

○改修時における設備等の機能向上

（２）市町村のインフラ維持管理業務の支援
○市町村の体制強化、技術的支援等

○災害時支援体制の整備

（３）県有建築物の有効活用・民間活力の活用
○県民ニーズを踏まえた施設の用途廃止・集約化

（施設総量縮小・最適化）

○不用施設の用途変更・市町村への譲渡・民間への売却等

○県営住宅の設備等改修時における機能向上

○指定管理施設の更なる有効活用

新たな行財政改革計画の骨子 [〇：具体的な取組例を表す]

（１）医療費適正化と地域医療構想の更なる推進

① データヘルスの推進
○データ分析に基づく効果的・効率的な保健事業の推進

○健診結果分析に基づく腎臓病早期からの介入による新規人工透析患者数の抑制

② 健康寿命の延伸
○県民総ぐるみの健康づくり運動の推進や健康無関心層を巻き込むための取組強化

○ライフステージに応じた歯・口腔の健康づくりによる歯科疾患予防の推進

③ 在宅医療・地域医療構想の推進
○在宅医療の基盤整備（オンライン診療の活用 等）、在宅医療を担う人材の育成

○地域医療構想の見直しによる医療機関の機能分化・連携促進、医療・介護の複合ニーズへの対応

（２）介護予防・自立支援と高齢者の活躍推進

① 介護予防
○住民全体の介護予防活動の展開（通いの場の多様化と魅力向上やフレイル対策 等）

② 自立支援・重度化防止
○地域包括ケアの基盤強化と自立支援型サービスの推進

③ 高齢者の活躍・就労促進・社会参加
○働きやすい職場環境の整備、地域活動等の参加促進

４．社会保障関係費の増加への対応

（１）職員人材の確保・育成

① 戦略的な人材確保
○民間企業等を志望する学生や中堅層等を取り込むための試験制度見直し

○定年引上げを踏まえた60歳を超える高齢期職員の活用

② 人材の育成
○人材育成を重視した人事評価制度の活用

○中長期的な視点に立った女性職員の人材育成・キャリア形成支援

（２）働き方改革の推進
○在宅勤務等によるテレワーク推進、男性職員の育休取得促進

○効率的で質の高い働き方を実現するオフィス改革の推進

○ＩＣＴツールの積極的な活用による内部業務の効率化、長時間労働の是正

（３）事業の選択と集中等による安定的な財政基盤の確保
○財政調整用基金残高の確保、県債残高の適正管理

○県税徴収率の高水準維持、県税収入未済額の圧縮

○多様な取組による歳入確保（Ｊ－クレジット制度の活用、ネーミングライツ導入拡大 等）

〇事務事業におけるスクラップ・アンド・ビルドの徹底

５．職員人材の確保・育成と働き方改革の推進、安定的な財政基盤の確保

第１回

第２回

第２回

第１回

第１回

第３回 議題（２）
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議題（１）
令和８年度当初予算案及び組織改正について

4



令和８年度 当初予算（案）の概要

令和８年２月
大 分 県
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財政調整用基金の取崩しは前年度と同額の９０億円にとどめ、県債残高も県土強靱化を推進するなか発行抑制に取り組んだ結果、目標を下回る水準を維持
○財政調整用基金残高 ８年度末見込 約 248億円(取崩額 90億円）目標︓330億円 (令和10年度末)

○県債残高 総 額 ８年度末見込 約 1兆325億円(7年度比△177億円)
臨時財政対策債等除き ８年度末見込 約 6,179億円(7年度比＋59億円)      目標︓6,500億円以下(令和10年度末)

執行段階の工夫・節約などにより、基金残高の目標額確保や県債残高の適正管理に引き続き取り組む 6

令和８年度 一般会計当初予算（案）の概要

当初予算案 730,058（7年度当初予算比 ＋27,381 ＋3.9%）

１．予算総額
喫緊の課題である物価高騰対策を充実するとともに、防災対策の高度化、誘客対策の

強化、魅力ある学校づくりなど「ビジョン2024」の実現を加速させるための諸施策を
盛り込んだ積極予算を編成

２．主な予算案の内訳

○おおいたビジョン加速枠(予算特別枠) 133事業 3,399
内訳
安 心（防災対策の高度化など） 44事業 885
元 気（誘客対策の強化など） 49事業 1,221
未来創造（魅力ある学校づくりなど） 40事業 1,293

◆物価高騰対策関連経費 8,745（ ＋5,701 ＋187.3%）

◆社会保障関係費 95,508（ ＋1,460 ＋1.6%）

◆公共事業（災害復旧等を除く）70,256（ ＋883 ＋1.3%）

※令和５年度予算(肉付け後) 724,611
を上回り過去最高額

３．財政の健全性

（単位︓百万円）

○県税 148,800（ ＋1,900 ＋1.3％）

○地方特例交付金 5,796（ ＋4,997 ＋625.4％）

○地方交付税 199,300（＋14,000 ＋7.6%）

○国庫支出金 109,541（ ＋5,584 ＋5.4%)

うち重点支援地方交付金 6,977（ ＋4,231 ＋145.6%)

○県債 59,893（ △5,156 △7.9％)

うち臨時財政対策債 ０ ※7年度に引き続き発行なし

歳 出 歳 入

＜参考＞7年度12月、2月補正で「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく対策予算など、
国の関連予算を積極的に受け入れ、８年度当初予算とあわせて執行

※目標･･･大分県行財政改革推進計画2024の目標
残高は、２月補正反映後



安心① 災害に強い県土づくりと危機管理の強化
➢大規模災害等に備え、防災対策の高度化に取り組むとともに、県土の強靱化を推進

特 …おおいたビジョン加速枠

○県土強靱化関連公共事業
頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害時の集落孤立防止等に向け

た優先啓開ルートの対策や治水・土砂災害対策、ため池の防災対策を実施する。

(公)道路施設補修事業
(公)道路防災事業
(公)広域河川改修事業
(公)急傾斜地崩壊対策事業
(公)通常砂防事業
防災重点農業用ため池等整備事業 など

※ 第１次国土強靱化実施中期計画関連事業は７年度１２月、２月補正に計上

・応急仮設住宅供給体制整備事業
応急仮設住宅を迅速に供給できる体制を構築するため、建設候補地において応

急仮設住宅の概略設計（１７８か所）を実施するとともに、市町村向けに建設
候補地選定の手引きを作成する。

特

防災航空隊機能強化事業
大規模火災等に備え、防災ヘリコプターの消防能力を

強化するため、消火タンク等を整備する。

被害認定調査等デジタル化事業
被災者の早期生活再建を図るため、被害認定調査のデジタル化に対応した被

災者台帳システムを一括発注し、市町村が迅速に罹災証明書等を発行できる環
境を整備する。

新

消火タンクによる消火

○佐賀関大規模火災関連事業

AI等を活用した水道管路診断事業
市町村による水道管路の適切な管理を促進し、水道管の漏水などによる道路

陥没を防止するため、経過年数等の管路情報や交通量などの環境データをもと
に、ＡＩを活用し管路更新の優先順位の見える化を行う。

港湾施設緊急空洞調査事業
港湾利用者の安全を確保するため、全ての重要港湾・地方港湾を対象として

計画的に空洞化調査を実施する。
・重要港湾５港（ 係留施設 ３８ｋ㎡、臨港交通施設 １５ｋ㎡ ）

特

概要予算案事業名

大分市が行う被災地の防災道路等の整備に対し助成する。
・防災道路等の測量、設計、調査に要する経費への助成

補助率 １３／２０（国１／２ 県３／２０）
4,274万円漁業集落環境整備事業

被災した佐賀関の復興を支援するため、佐賀関水産物の
フェアを実施する。

・量販店フェア 九州３回 関東１回
・飲食店フェア 関東１回

300万円
海づくり大会を契機とした
水産物消費拡大事業
(一部)

新

※ ７年度既決予算による対応額︓約6,000万円（被災した漁具供給施設の復旧支援など）

特

1億4,973万円

4,200万円

8,260万円

6,000万円

8,525万円

287億1,409万円

○防災行動定着促進事業
県民の防災意識の醸成及び避難行動等の定着を図るため、被

害想定を自分事にするＡＩ等を活用した普及啓発を実施する。

・生成ＡＩを活用した個人ごとの
地震被害想定ツールの開発 など

特

○防災・減災対策加速化支援事業
災害に強い人づくり・地域づくりを推進するため、市町村などが行う避難所の

環境改善や地域の防災活動、各家庭等における防災対策に対し助成する。

・家庭等の地震対策（感震ブレーカー、家具転倒防止器具等）に要する
経費への助成 補助率 １／２

・避難所等の環境改善（バリアフリー化、
衛星携帯電話等）に要する経費への助成
の拡充（簡易水槽を対象に追加）
補助率 １／３〜１／２

・孤立可能性集落の対策（食料等の備蓄、
非常用電源設備等）に要する経費への
助成 補助率 ２／３ など

新

3,268万円

1億5,000万円

地震被害想定ツール
（イメージ画像）

集落孤立防止に向けた防護網工の実施
（道路防災事業、国道４４２号）

新

4,574万円
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組み立て前 組み立て後

被災時に飲料水・生活用水を貯める簡易水槽
（出典︓国土強靱化 民間の取組事例集、R7.4 内閣官房）



○グリーンアップおおいた推進事業
公共交通機関の利用等を促すスマートムーブキャンペーンの実施
通勤に公共交通機関の利用を促す「県下一斉スマートムーブデー」の実施 など

安心③ すべてのこどもが健やかに生まれ育つ温かい社会づくり~子育て満足度日本一の実現~

○おおいた出会い応援事業
若者の出会い・結婚の希望を後押しするため、関係団体と連携した婚活イベント等を実施

するとともに、出会いサポートセンターを運営する。
地域の団体が主催する婚活イベント開催に要する経費への助成（30件）

補助限度額 参加者10人〜20人 20万円 参加者21人〜30人 30万円
・県主催婚活イベントの開催 知事公舎２回 ハーモニーランド１回
・出会いサポートセンターの運営 など

6,727万円 ○家庭養護推進事業
社会的養育を要するこどもを家庭的な環境で養育する里親委託を推進するため、

里親募集から委託児童の自立支援まで切れ目ない支援体制を構築する。
民間ノウハウを活用した里親支援センターの設置（令和８年4月）

・緊急に乳幼児の一時保護を引き受ける里親への受入手当の支給
緊急養育準備料 3万円／月 受入手当 4万円／件

・児童家庭支援センターへの里親レスパイト担当職員の配置（2か所) など

1億1,315万円

特

➢出会い・結婚の希望を後押しするとともに、様々な困難を抱えるこどもに寄り添った支援体制を強化

安心④ 健康長寿社会の構築と安心できる医療・介護の提供〜健康寿命日本一の実現〜

新

通常砂防事業（花合野川）

安心② 持続可能な環境づくりの推進

2,846万円
特

○循環社会構築加速化事業
循環型社会の構築を図るため、企業等が実施する廃棄物の再資源化などの取組を支援する。
排出現場の分別用コンテナの導入に要する経費への助成 補助率 １／２
収集運搬用トラックの電動車とエンジン車との差額への助成

補助率 通 常 枠 １／６（国庫補助と合わせて５／６）
賃上げ枠 １／３（国庫補助と合わせて１０／１０）

産業廃棄物の高度な選別処理設備の導入に要する経費への助成の拡充
補助率 １／２ 限度額 １，５００万円→２，５００万円 など

9,671万円
➢ＣＯ２削減や循環型社会の構築に向け、県民総参加で取り組む「グリーンアップおおいた」運動を強化

新特

公共交通利用促進事業
・路線バス事業者による１日バス無料デーの実施に要する経費への助成 など

1,499万円特

新
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新

○みんなで進める健康づくり事業
健康寿命の延伸を図るため、健康づくりの意識向上に向けた県民運動を市町村等

と連携して展開するとともに、健康経営事業所の登録拡大などにより働く世代の
健康づくりを支援する。
社員食堂での食生活改善に向けたモデル事業の実施
「あるとっく」を活用したスタンプラリーの実施 など

➢健康寿命の延伸に向けた取組を強化するとともに、医療提供体制の充実や介護現場の職場環境整備を推進

○訪問看護強化事業
在宅医療ニーズの増加に対応するため、訪問看護提供体制の充実を図るととも

に、訪問看護人材の確保を行う。
機能強化型訪問看護ステーションへの移行等を支援する訪問看護総合
支援センターの設置 など

6,225万円

2,757万円

特

○介護現場革新推進事業
介護従事者の負担を軽減し離職防止を図るため、介護ロボット導入やＩＣＴ化

等により働きやすい職場環境の整備を行う事業所を支援する。

介護テクノロジー導入への助成の拡充
補助率 ３／４→４／５（国︓県＝４︓１で補助）
限度額 ①介護ロボット・ICT機器（離床センサー等）

30万円〜100万円（移乗・入浴支援）／台
②介護記録ソフト等

100万円（職員数10人以下）〜250万円（31人以上)／事業所
③パッケージ導入（ICT機器と介護記録ソフトの組み合わせ）

1,000万円／事業所 など

3億591万円

特
特

新



○障がい者芸術推進事業
障がい者の芸術文化活動を推進するため、障がい者アートの商品化や販路の開

拓を支援する。

障がい者アートの商品化促進講座の開催
障がい者アートを活用した商品づくりに要する経費
への助成 補助率 １／２ 限度額 ２０万円
ふるさと納税サイトや県公式オンラインショップ
を活用した販売促進 など

○パラスポーツ普及強化事業
スポーツを通じた障がい者の活躍を支援するため、専門性の高い指導者を育成

するとともに、身近な地域でパラスポーツに親しむことができる機会を創出する。

パラスポーツ指導員の確保・育成に向けた出前講座の開催
パラスポーツ体験会等の開催に要する経費への助成

補助限度額 5万円〜8万円
パラスポーツ体験会の開催等を支援する
コーディネーターの配置 など

安心⑥ 誰もが安全・安心に暮らせる社会づくりの推進
➢急増する特殊詐欺等の被害防止対策を強化するとともに、総合的な交通安全対策を推進

安心⑤ 障がい者が心豊かに暮らし働ける社会づくり〜障がい者活躍日本一の実現〜
➢希望や特性に沿った就労機会を確保するとともに、スポーツ・芸術活動を推進するなど障がい者の活躍を応援
○障がい者就労環境づくり推進事業

障がい者の希望や特性に沿った就労を促進するため、新たな雇用モデルの実証
に取り組むとともに、障がい者雇用アドバイザーによる企業訪問や職場への定着
支援を行う。
障がい者雇用に向けた業務の切り出し動画の作成・配信
障がい者雇用の広域マッチング体制構築に向けた実証

・雇用支援アドバイザー(7人)や定着支援アドバイザー(6人)の配置 など

8,851万円

○特殊詐欺等被害防止対策推進事業
特殊詐欺等の被害を防止するため、市町村と連携し高齢者又は高齢者と同居する

世帯への家庭用防犯機器の導入を支援する。
・被害防止機能付き電話の設置に要する経費への助成

補助率 ２／３（県１／３ 市町村１／３） 限度額 １万円
※「通話を録音する」旨の警告メッセージ等の機能を有する電話機

家庭用防犯カメラの設置に要する経費への助成
補助率 ２／３（県１／３ 市町村１／３） 限度額 ２万円

1,943万円

5,249万円

特
特

特

Wonder Art Oita WAO!
プロジェクト

○障がい者工賃等向上支援事業
就労継続支援事業所利用者の賃金・工賃向上を図るため、共同受注体制の構築を

進めるとともに、就労継続支援事業所の生産性向上や受注促進を支援する。
就労継続支援事業所の生産性向上に要する機器整備等への助成の拡充
（賃上げ枠・高工賃チャレンジ枠の創設、 IT分野等の限度額引上げ）

補助率 通常枠 １／２ 賃上げ枠・高工賃チャレンジ枠 ２／３
限度額 １００万円（ＩＴ分野等２００万円）
※高工賃チャレンジ枠は最低賃金の適用がないＢ型事業所が対象

就労継続支援事業所活用検討企業へのお試し発注に要する経費への助成
Ａ型事業所 １０社 Ｂ型事業所 ２０社 など

4,019万円

特

1,555万円

特
特

特

○詐欺被害防止総合対策事業
特殊詐欺等の被害を防止するため、詐欺の手口に応じた「被害に遭わせない」対策を強化

するとともに、若者を「犯罪に加担させない」取組を実施する。

金融機関での普及啓発など国際電話遮断アプリ等への加入促進 など

○優しいマナーと思いやりの運転県おおいた推進事業
交通事故の発生を抑止するため、こどもから高齢者まで幅広い世代に応じた交通安全対策

を実施するとともに、思いやりの心を伝え合う交通マナーアップの取組を展開する。

夜間の高齢歩行者事故防止に向けた反射材の配付（１２万枚）
交通安全対策に意欲的に取り組む｢交通安全推進宣言企業｣登録制度の
創設 など

3,927万円 2,359万円

特 特
特

車いすバスケットボール体
験会

特

特

特

路面標示緊急補修事業
道路交通の安全を確保し、ドライバーの安心で快適な

走行環境を実現するため、摩耗している道路中央線や外側線の補修に取り組む。

・中央線（黄色）の補修〔警察本部〕 ４０ｋｍ
・外側線の補修〔土木建築部〕 ４８ｋｍ

特 4,361万円（警察本部）
7,975万円（土木建築部）

新
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○おおいた和牛産地強化対策事業
「おおいた和牛」のブランド力向上を図るため、全国和牛能力共進会北海道

大会２０２７での好成績獲得に向けた取組等を支援する。

・全国和牛能力共進会に向けた長距離輸送実証の実施
・肥育技術向上に向けた枝肉共励会出品支援の拡充

県内共励会（８０頭）に加え、県外共励会（８０頭）を対象に追加 など

元気① 自ら考え・動き・みんなで実現する元気な農林水産業

4,502万円

○農林水産業労働力支援体制整備事業
中核的経営体の規模拡大を推進するため、農業支援サービス事業体

等の活用による労働力の確保や働きやすい環境づくりを支援する。

・農業支援サービス事業体の立上げに要する経費への助成
補助率 １／２〜１０／１０

・働きやすい環境づくりに向けたトイレ等施設整備への助成
通 常 枠 １／２ 限度額 １００万円〜５００万円
賃上げ枠 ２／３ 限度額 １４０万円〜６７０万円 など

1億5,783万円

○園芸作物高温対策推進事業
酷暑の影響を受ける農家の経営安定を図るため、気候変動に対応可能な産地

生産体制の構築を推進する。

・遮光資材等の導入への助成 補助率 １／２（県１／３ 市町１／６）
・高温対策技術の現地実証試験の実施（１０品目）

6,084万円特

特

➢農業の成長産業化に向け、規模拡大に必要な労働力確保や、高温対策などの生産性向上の取組を加速
➢循環型林業の確立に向け素材生産性の向上等を進めるほか、環境変化に対応した水産業への転換を推進
➢大阪・関西万博の成果を活かした国内での販路開拓や、カントリーリスクを踏まえた輸出先国の多角化を強化

○水田農業産地力強化対策事業
水田作物の安定的な生産・供給に向けた経営体の規模拡大を

推進するため、水稲乾田直播栽培の導入等を支援する。

・水稲乾田直播栽培に必要な機械導入への助成
補助率 １／２（県１／４ 市町１／４）
限度額 ８５０万円 など

1億4,186万円

○農林水産物輸出需要開拓事業
海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、

ブランドおおいた輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取組を
支援する。

・｢おおいた和牛｣のＥＵでの飲食店関係者向け試食会の開催
・販路開拓・取引拡大に向けたＡＳＥＡＮ地域での展示会への出展 など

6,000万円

○環境変化対応型栽培漁業推進事業
高水温化等の環境変化に対応した効果的な資源造成を行う

ため、新たな手法を用いた種苗放流を推進するとともに、
暖海性魚種キジハタの種苗生産体制の確立に取り組む。

4,027万円特

○林業事業体強化推進事業
主伐・再造林を一体的に担う中核的な林業経営体を育成するため、高性能林業機械の導

入等による素材生産性の向上や人材育成などを支援する。

・高性能林業機械導入への助成 補助率 １／３
・革新的作業システムの実証への支援

補助率 ２／３ 限度額 ５００万円
・中核的経営体の育成に向けた研修会等の開催 など

播種機

新

新

○Ｔｈｅ・おおいたブランド流通販売戦略推進事業
県産農林水産物の販売を促進するため、マーケットニーズに対応した販路開拓

や、大阪・関西万博等のつながりを活かした県産食材の認知度向上に取り組む。

・大阪駅周辺飲食店での県産食材メニューフェアの開催
・県内宿泊施設のシェフ等を対象とした食材産地ツアーの実施
・るるパークなど県内集客施設の来場者向け県産食材のＰＲ など

4,567万円

特

新
特

特

3,234万円

海外食品見本市への出展

農業支援ｻｰﾋﾞｽ事業体
によるドローン防除

特

キジハタ

無人伐倒機

10



元気② 力強く元気な経済を創出する産業の振興

○おおいたスタートアップ支援事業
新たなビジネスや雇用を創出し、地域経済の活性化を図るため、創業の裾野

拡大と起業家の発掘・育成等に取り組む。

ビジネスとして地域課題の解決に取り組む社会起業家や中小企業に
おける企業内起業家の育成に向けた集中講座及び伴走支援の実施 など

○中小企業金融対策費（再掲）
創業支援資金の保証料率の引下げ ０．３５％→０．１５％ など

1億7,182万円

➢資金面での支援に加え､創業や地域を牽引する企業の創出を後押しするとともに､県産品の高付加価値化を推進

3,933万円
➢広域周遊の取組や夏場のインバウンド誘客の強化に加え､戦略的な情報発信により観光産業の成長産業化を加速

4,000万円特

元気③ 地域の特色を活かしたツーリズムの推進と観光産業の振興

特

○中小企業金融対策費
県内中小企業の資金繰りを支援するため、県制度資金により民間金融機関や

政府系金融機関の金融を補完する。（新規融資枠 ７００億円）
・物価高騰や賃上げに対応した保証料率ゼロの新規融資枠の拡充

経営環境変動対応融資 ５０億円→１００億円
経営力強化資金 ６０億円→１００億円 など

552億2,983万円

新 ○国内誘客総合推進事業
国内誘客を促進するため、大阪・関西万博時のマーケティング手

法を活用し、本県観光に関心を示すターゲット層に向けた効果的な
情報発信等を行うとともに、旅行会社と連携した誘客対策を行う。

Web検索履歴等に基づきターゲットを絞り込んだ情報発信
生成AI機能にも対応した県観光情報公式サイトへのリニューアル

・商談会を通じた県内への旅行企画・販売の促進 など

1億4,509万円

特

特

県産加工食品高付加価値化等支援事業
物価高騰への対応と持続的な賃上げを促進するため、県産加工食品製造事業者

が行う高付加価値商品の開発や受注機会の拡大等の取組を支援する。

・高付加価値商品の開発に要する経費への助成
補助対象 原材料費、資材費、ブランド化経費（デザイン改良費等）
補 助 率 １／２
限 度 額 １５０万円（原材料費は７５万円以内） など

観光地域づくり共創事業
観光客の長期滞在と消費拡大を促すため、ツーリズムおおいたと連携した

複数市町村を跨ぐ旅行商品の造成を支援する。
・観光関連事業者で構成するコンソーシアムが行う
旅行商品造成への助成

補助対象 モニターツアーの催行やプロモーション経費等
補 助 率 ２／３ 限度額 ６００万円 など

クールサマーｉｎおおいた推進事業
酷暑が常態化した夏季におけるインバウンド誘客等を促進するため、涼しく過ごせる観光

スポットのＰＲの実施や観光関連事業者が行う暑さを緩和する設備投資を支援する。
・県内の冷涼スポットを紹介するガイドブック
の作成

・ミストシャワー、スポットクーラー、ひさし
等の設置に要する経費への助成

新

5,444万円

○地域牽引企業創出事業
地域を牽引する地場中小企業を育成するため、５年以内に雇用人数を３０人

以上または付加価値額を１億円以上増加させる企業等の人材育成や商品・サー
ビス力強化などを支援する。

地域牽引企業創出事業費補助金認定枠の拡充 ３社→５社
補助率 商品改良・設備整備等 １／２ 人材確保育成 ２／３
限度額 ５，０００万円（計画認定後３４か月以内） など

1億7,317万円

9,180万円(2月補正)

特

特

おおいた魅力発信向上事業
本県の魅力発信力を向上させ「選ばれるおおいた」を実現するため、全庁

でキャラクターを活用した効果的なＰＲを行う。

・（株）サンリオとの包括的なライセンス契約に基づく各種プロモーションの
実施 など

飯田高原（九重町） 風連鍾乳洞（臼杵市）

新

特
11



元気④ 海外の成長を取り込み共に発展する大分県の実現

元気⑤ 誰もが自分らしく、いきいきと活躍できる社会づくり

5,670万円 5,798万円

補助率・限度額（通常枠）補助内容主な事業
補助率 2/3（1/2）
限度額 140万円〜670万円

（100万円〜500万円）など

働きやすい環境づくりに
向けたトイレ等施設整備
への助成 など

農林水産業労働力支
援体制整備事業
（P.5）

補助率 1/2（1/3）
限度額 200万円（140万円）など

物流の効率化に資するシ
ステム導入等に要する経
費への助成 など

物流効率化推進事業
（P.9）

補助率 3/4（2/3）
限度額 30万円（25万円）

デジタルツールの導入に
要する経費への助成

中小企業等DX総合支
援事業（P.10）

➢生産性向上による持続的な賃上げの実現や物価高対策を充実するとともに､人材確保に向けた働き方改革を推進

○「賃上げ枠」の設定 （6億6,985万円）
・１１事業→２４事業に拡充（２２２件 4,662人の賃上げ効果）

6,066万円

○中小企業等業務改善支援事業
生産性向上による持続的な賃上げの実現を図るため、国の業務改善助成金の採

択を受けた中小企業等が行う設備投資等に対し県独自の上乗せ支援を行う。
・物価高騰対応業務改善奨励金の拡充

通常枠 補助率 １／２→２／３
限度額 ７５万円→１４０万円又は国助成額のいずれか低い方

重点枠 補助率 ２／３→９／１０
限度額 １００万円→１８０万円又は国助成額のいずれか低い方

など
※重点枠︓最低賃金改定幅を超えて事業場内最低賃金を引き上げた中小企業等が対象

カナダプリンスエドワードアイランド州との
友好関係の構築に関する意向表明書締結式

○物価高騰対応プレミアム商品券支援事業
物価高騰の影響を受ける生活者の家計負担を軽減するため、

市町村によるプレミアム商品券の追加発行に機動的に対応でき
る環境を整える。
・プレミアム率 ３０％（県２０％ 市町村１０％）

27億2,100万円

特

特

○働き方改革推進・支援事業
多様な人材の確保に向け、企業の働き方改革による魅力ある職場環境づくり

を後押しするため、男性育児休業取得の促進に取り組む中小企業等を支援する。

男性育児休業取得促進に取り組む中小企業等への助成の拡充
対 象 男性従業員が連続５日以上の育児休業を取得した

中小企業等
助成額 最大支給額／人 ８万円→ ５０万円

取得者１人目 ５万円→ １０万円
同僚応援手当又は
代替要員雇用加算 ２０万円
３０日以上取得加算 ３万円→ １０万円
小規模事業所加算 １０万円

※支給上限額／企業 ２０万円→１００万円 など

➢７年度のプロモーション成果を活かし海外の活力を取り込むとともに、多文化共生社会の実現を推進
○海外ネットワーク強化対策事業

成長を続ける海外の活力を取り込み、本県産業の活性化を
図るため、連携協定締結地域などとの関係を強化するほか、
県内の民間事業者等が海外展開しやすい環境を整備する。

大阪・関西万博等を通じて交流を深めた国・
地域との関係強化

・海外プロモーションの実施 など

○多文化共生推進事業
多文化共生を推進し外国人から選ばれる大分県を実現する

ため、外国人が地域社会の一員として活躍するとともに、安
心して暮らすことのできる環境を整備する。

相談対応等を行う「外国人共生コーディネーター」の
振興局への配置（５人）
外国人向け情報ポータルサイトの構築

・外国人と地域住民の相互理解に向けた交流機会の創出 など

特

特

特

2億1,854万円

特

特

新
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スポーツ施設魅力向上事業
スポーツによる地域活性化を図るため、県内スポーツ施設の在り方について検

討するとともに、大分スポーツ公園の魅力向上に取り組む。

・地域活性化に資するスポーツ施設の在り方を検討する委員会の設置
・大分スポーツ公園における民間活力導入可能性等の検討 など

元気⑥ 芸術文化による創造県おおいたの発展

しいきアルゲリッチハウス活用促進事業
アルゲリッチ音楽祭の成果を顕彰し次代の担い手へと継承するため、「しいき

アルゲリッチハウス」（令和８年９月県有化予定）を活用して、芸術文化の鑑賞
機会を充実させるとともに、中学生の歌唱指導等による人材育成に取り組む。

・アルゲリッチ・フィルムコンサートの開催（週１回程度）
・県内外で活躍する音楽家による中学生を対象とした歌唱指導 など

4,709万円

➢優れた芸術文化の鑑賞機会を充実するとともに、文化財などの魅力を活かした地域づくりを推進

元気⑦ 「する」「みる」「ささえる」スポーツの推進
➢世界に羽ばたく選手の育成に向けジュニア世代の競技力向上を図るとともに､スポーツによる地域活性化を推進
ジュニアアスリート世界挑戦事業

世界へ挑む若い世代を後押しするため、海外のスポーツ教育機関が開催する
サマーキャンプやスポーツ教室への参加を支援する。

・海外で実施されるサマーキャンプの渡航費への助成 補助率 ３／４
・スポーツ教室に参加する県内小中学生への参加料の支援

1,536万円特

2,446万円

特

しいきアルゲリッチハウス
しいきアルゲリッチハウスでの

コンサート

特

1,238万円○埋蔵文化財企画展開催事業
大友宗麟生誕５００周年（令和１２年）に向けた機運を醸成す

るため、大友宗麟ゆかりの市（大分市、臼杵市、津久見市）と連
携し、埋蔵文化財センターを拠点とした企画展等を実施する。
南蛮文化の影響を受けた文化財を展示する企画展の開催
大友宗麟ゆかりの市と連携した歴史ガイドの育成 など

新
新

大友宗麟像

○障がい者芸術推進事業（再掲）
障がい者アートの商品化促進講座の開催
障がい者アートを活用した商品づくりに要する経費への助成

補助率 １／２ 限度額 ２０万円
ふるさと納税サイトや県公式オンラインショップを活用した販売促進

など

5,249万円
特
特

特

○パラスポーツ普及強化事業（再掲）
スポーツを通じた障がい者の活躍を支援するため、専門性の高い指導者を育成す

るとともに、身近な地域でパラスポーツに親しむことができる機会を創出する。

パラスポーツ指導員の確保・育成に向けた出前講座の開催
パラスポーツ体験会等の開催に要する経費への助成

補助限度額 5万円〜8万円
パラスポーツ体験会の開催等を支援するコーディネーターの配置 など

1,555万円

特
特

特

マルタ・アルゲリッチ ©脇屋伸光

車いすバスケットボール
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未来創造① 未来へつながる交通ネットワークの充実と企業立地・産業集積の促進

未来創造② 地域の未来を担う人材の確保と魅力ある地域社会の形成

➢広域交通ネットワークの充実や物流の効率化等により、人や物の流れと産業を活性化

➢移住・定住の促進に向けて就業や住居に対する支援を強化するとともに、持続可能な地域づくりを推進

○東九州新幹線等広域交通推進事業
東九州新幹線や豊予海峡ルートの実現を図るため、新幹線の整備計画路線へ

の格上げに向けた国への要望活動等を行うとともに、期成
会を活用した機運醸成や、九州・四国の関係機関と連携し
たシンポジウムの開催などに取り組む。
・県内のイベントへの出展やSNS等の活用による機運
醸成 など

6,431万円

○国際航空路線誘致・拡充促進事業
国際線の安定的な運航継続を図るため、市町村等と連携し運航支援や利用促進

策を実施するとともに、新規路線の誘致に取り組む。
・航空会社に対する空港着陸料等の助成
・国際線受入体制強化に向けた地上支援業務人材確保に要する経費への助成
・大分空港を発着とする団体海外旅行客の渡航費用への助成

助成額 5,000円／人（30歳未満は3,000円／人加算） など
特

2億6万円

○物流効率化推進事業
持続可能な輸送体制を確保するため、事業者や荷主が行う物流効率化に資する

システムや設備導入、物流拠点の整備を支援する。
・物流の効率化に資するシステム導入等に要する経費への助成

補助率 通 常 枠 1/3[上限 140万円] 賃上げ枠 1/2[上限 200万円]
・物流拠点の整備・機能強化に要する経費への助成

補助率 賃上げ枠 ２／３（国１／２ 県１／６）[上限 400万円] など

4,747万円

○おおいた移住定住促進事業
本県へのＵＩＪターンや定住を促進するため、移住相談会を開催するほか、市町

村と連携して移住者向けの応援金の給付等に取り組む。
・東京、大阪等での移住相談会の開催（２６回）
移住応援給付金の拡充（職種加算の創設）

補助限度額 ２０万円／世帯（県１／２ 市町村１／２）
子育て加算 １０万円／人 若年者加算 １０万円／世帯
職種加算 １０万円／世帯
※産業人材確保・育成ﾌ゚ ﾗﾝの人手不足9分野(運輸・介護等)に就職した者

地域おこし協力隊の振興局への配置（２人） など

2億1,781万円

特

2億906万円

○空き家対策促進事業
空き家の適切な管理と利活用を促進するため、所有者や利活用者に応じた

総合的な対策を実施する。
移住者向け空き家利活用補助の拡充（子育て加算の創設）

補助率 １／２（県１／４ 市町村１／４）
限度額 改修・購入 １００万円／件

子育て加算 ５０万円／件 など

7,952万円

特

○生活交通路線支援事業
県内全域において生活交通を確保するため、市町村が運行するコミュニティバス

等の運行費を助成するほか、デマンド交通への移行を支援する。

デマンド交通の実証運行に要する経費への助成
補助率 １／２（国費を除く負担分） 限度額 ２００万円 など

特

○企業立地促進事業
戦略的・効果的な企業誘致を推進するため、企業マッチングを強化するとともに、誘致

企業の設備投資及び雇用創出の一部に対し助成する。

ビッグデータを活用した誘致対象企業の抽出
デジタル広告を活用した産業用地等の情報発信

・企業の設備投資及び雇用創出等への助成 など

18億5,297万円

特
特

7,159万円特 移住者就業スキルアップ支援事業
就職等による移住を促進するため、就職に有利な技術・資格の習得から移住、

就職、定住までを一貫して支援する。
・生成ＡＩの活用などＩＴ技術講座の受講支援(定員75人→100人) など

特

新幹線基本計画路線全国
総決起大会

特
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未来創造③ 大分県版カーボンニュートラルの推進

未来創造④ デジタル社会の実現と先端技術への挑戦

○グリーン・コンビナートおおいた創出事業
大分コンビナートのカーボンニュートラルと持続的発展の両立を実現する

ため、今後の投資の促進に向けた調査事業に取り組む
とともに、民間企業が行う水素利活用やカーボンリサ
イクルなどに関する実証事業等を支援する。

CO2などの相互融通に向けたインフラ整備等の
実現可能性調査の実施 など

1億4,426万円
➢GXに挑戦する県内事業者を後押しし、経済と環境の好循環を創出

➢ＤＸに取り組む事業者支援を強化するとともに、次世代空モビリティなどの実装に向けた挑戦を支援
○次世代空モビリティ産業促進事業

今後の更なる成長が期待される次世代空モビリティ産業の振興を図るため、社会実装
に向けて挑戦する企業を支援するとともに、機運醸成に取り組む。

・空飛ぶクルマの商用サービス創出への助成
補助率 １／２ 限度額 １，０００万円
空飛ぶクルマの離着陸場整備における基礎
調査への助成

補助率 １／２ 限度額 １，５００万円
次世代空モビリティの機運醸成イベント
（デモ飛行等）の開催 など

5,940万円中小企業等ＤＸ総合支援事業
中小企業等のＤＸを推進するため、各社の課題に応じたきめ細かな支援体制

を構築するとともに、デジタルツールの導入やデータを活用した経営改善の取
組等を支援する。

・ワンストップＤＸ支援窓口の新設
・ＤＸコンサルタントによる伴走支援の実施
・デジタルツールの導入に要する経費への助成

通 常 枠 補助率 ２／３ 限度額 ２５万円
賃上げ枠 補助率 ３／４ 限度額 ３０万円

・データ活用による経営改善に向けた伴走支援の実施 など

1億27万円特

大分コンビナート

8,415万円

特

特

特

○宇宙関連産業創出事業
大分空港の水平型宇宙港としての活用実現に向けた調査等のほか、宇宙関連産業の創出･

振興を図るため、衛星データの活用や各種実証に挑戦する県内企業を支援する。

・宇宙機器の製造や衛星データを用いた実証事業への助成（３件）
補助率 ２／３ 限度額 ２００万円

・宇宙・科学技術分野への興味関心を高める高校生向けワークショップ
の開催 など

3,924万円
○ドローン産業振興事業

市場の更なる成長が期待されるドローン産業の振興を図るため、地域課題
の解決に向けた社会実装や機運醸成等の取組を支援する。

・ドローンの研究開発等に向けた補助（３件）
補助率 ２／３ 限度額 ５００万円
日本ドローンサッカー連盟が実施するアジア大会開催経費への助成
補助率 １／２ 限度額 １，０００万円 など

3,957万円

特

R7.11月デモフライト（別府国際観光港）

特
特

○おおいたグリーン事業者認証推進事業
県内事業者の事業活動における環境負荷を低減し、企業価値の向上を図るため、

脱炭素等を目指す事業者を認証し、効果的な取組を支援する。

中小企業の脱炭素化を支援するコンソーシアムの設立
アドバイザーの助言に基づく省CO2効果の高い設備導入等への助成

通 常 枠 補助率 １／２ 限度額 ３００万円〜６００万円
賃上げ枠 補助率 ２／３ 限度額 ４００万円〜８００万円

・高効率空調やＬＥＤ照明の導入への助成 補助率 １／２ など
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➢どの地域に住んでいても希望する教育を受けられる体制の構築に向け､遠隔教育｢大分モデル｣を一層推進
➢社会の変化に対応した人材の育成に向け、地域との連携を強化するとともに国際理解を醸成
➢学校給食費や高校授業料の無償化により、保護者の経済的負担を軽減

未来創造⑤ 変化の激しい社会を生き抜く力と意欲を育む「教育県大分」の創造

市町村立学校給食費無償化事業
保護者の経済的負担を軽減するため、小学校の給食費無償化に取り組む市町村

に対し助成する。
・補助限度額 ５，２００円／月・人（国１／２ 県１／２）

○県立学校施設整備事業
教育環境の改善を図るため、老朽化した校舎等の大規模改修など県立学校の

施設や設備の整備を行う。
・第三次特別支援計画に基づく大分支援学校や別府支援学校の施設整備
・第１体育館の空調設備整備（令和８年度までに全校完了）
・第２体育館や柔剣道場等の空調設備整備 など

○県立学校給食費無償化事業
保護者の経済的負担を軽減するため、給食を実施する県立学校の給食費を無償化する。

○私学振興費
私立学校の教育条件の向上と経営の健全性確保を図るため､学校法人等に対し運

営費を助成する。
地域と連携した探究学習に要する経費への支援（１５校） など

○語学指導外国青年招致事業
生徒の英語力向上や国際理解を促進するため、外国語指導助手(ＡＬＴ)を県立

学校に配置する。
・ALT配置数の拡充（２６人→３１人）

○私立高等学校等就学支援事業
保護者の教育費負担を軽減し、教育の機会均等を図るため、授業料を助成する。
助成額の拡充
補助限度額 ９，９００円〜３３，０００円／月・人 → ３８，１００円／月・人

新

新

1億6,005万円

43億5,407万円

27億5,657万円

4,775万円

39億5,456万円

38億8,878万円

新

○県立高等学校就学支援事業
保護者の教育費負担を軽減し、教育の機会均等を図るため、授業料を無償化する。
・支援額 ９，９００円／月・人

23億2,246万円

県内大学等魅力強化事業
県内大学等の魅力向上を図るため、大学等と企業・地域が協働した地域課題解決に向けた

取組を支援するとともに、国際的な学びの充実に取り組む。
・スタンフォード大学と連携した県内大学生等に向けた遠隔講座の実施 など

3,375万円特

新

新

○遠隔教育システム構築事業
どの地域においても生徒の可能性を最大限に伸ばし、個に応じた多様できめ

細かな高校教育を提供するため、遠隔授業等を実施する。
・遠隔教育配信センター(大分上野丘高校内)からの遠隔授業の拡大

Ｒ７開始４校︓臼杵、佐伯鶴城、日田、宇佐（理系の２・３年生対象）
Ｒ８開始８校︓高田、国東、杵築、別府鶴見丘、竹田、玖珠美山、

中津南、安心院（理系の２年生対象）
科 目︓２年生（数学、英語）、３年生（数学、英語、物理、化学）

文系生徒への遠隔授業拡大に向けた配信室の基本設計の実施（８室）
・大学受験向けの特別授業・オンデマンド動画の配信

対象︓全県立普通科校の２・３年生（文系・理系）
科目︓数学、英語、物理、化学
特別授業︓長期休業中に双方向型で実施
オンデマンド動画︓２〜３学期に過去問解説を配信

・基本的なつまづき克服に向けた弱点補強動画の配信
対象︓全県立高校１・２年生（産業教育系含む）
科目︓数学、英語

遠隔授業の配信

県立高校未来共創事業
社会に求められる人材の育成と魅力・特色ある学校づくりを図るため、地域と

の連携強化に向けた取組等を推進する。
・地域との連携・協働の核となる
学校運営協議会の設置拡大（９校→２８校）

・地域と連携した探究学習の企画等を行う
コーディネーターの配置（５校）

・市町村が行う全国募集実施校における
生徒寮整備への助成
補助率 １／２ 限度額 １，０００万円 など

特

新

地場企業と連携した探究学習
（酒蔵での仕込み体験）

5,889万円

4,784万円

新

新
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令和８年度 当初予算（案）
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予算規模の推移（一般会計）
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財政調整用基金・県債残高（一般会計）の推移



令和８年度一般会計当初予算（案）の状況 歳入
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令和８年度一般会計当初予算（案）の状況 歳出（性質別）

（単位︓千円、％）
増減額 増減率

当初予算案
（Ａ）

構成比 当初予算
（Ｂ）

構成比
(C=A－B) (C)／(B)

1 347,296,509 47.6 332,692,620 47.4 14,603,889 4.4
166,716,300 22.8 156,135,806 22.2 10,580,494 6.8
95,507,729 13.1 94,047,952 13.4 1,459,777 1.6
85,072,480 11.7 82,508,862 11.8 2,563,618 3.1

2 144,525,622 19.8 149,099,621 21.2 ▲4,573,999 ▲3.1
119,875,943 16.4 123,889,949 17.6 ▲4,014,006 ▲3.2

補 助 事 業 費 77,196,797 10.6 77,778,746 11.1 ▲581,949 ▲0.7
単 独 事 業 費 37,005,107 5.0 40,436,545 5.7 ▲3,431,438 ▲8.5
国 直 轄 負 担 金 5,674,039 0.8 5,674,658 0.8 ▲619 ▲0.0

24,649,679 3.4 25,209,672 3.6 ▲559,993 ▲2.2
3 238,235,869 32.6 220,884,759 31.4 17,351,110 7.9

59,514,524 8.1 63,517,555 9.0 ▲4,003,031 ▲6.3
178,721,345 24.5 157,367,204 22.4 21,354,141 13.6
730,058,000 100.0 702,677,000 100.0 27,381,000 3.9

97,393,133 13.3 97,227,279 13.8 165,854 0.2
70,256,071 9.6 69,373,440 9.9 882,631 1.3災害復旧等を除く

う ち 公 共 事 業 費

扶 助 費

区     分
令和8年度 令和7年度

義 務 的 経 費
人 件 費

そ の 他
合      計

公 債 費
投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費
そ の 他 経 費

貸 付 金
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令和８年度一般会計当初予算（案）の状況 歳出（目的別）

（単位︓千円、％）
増減額 増減率

当初予算案
(A)

構成比 当初予算
(B)

構成比
(C=A－B) (C)／(B)

1 議 会 費 1,192,459 0.2 1,169,257 0.2 23,202 2.0
2 総 務 費 34,823,111 4.8 31,353,115 4.5 3,469,996 11.1
3 福 祉 生 活 費 76,660,708 10.5 75,991,186 10.8 669,522 0.9
4 保 健 環 境 費 42,889,431 5.9 42,344,924 6.0 544,507 1.3
5 労 働 費 2,774,494 0.4 2,651,628 0.4 122,866 4.6
6 農 林 水 産 業 費 50,265,140 6.9 50,330,539 7.2 ▲65,399 ▲0.1
7 商 工 費 67,285,564 9.2 68,544,465 9.7 ▲1,258,901 ▲1.8
8 土 木 費 88,337,641 12.1 86,668,002 12.3 1,669,639 1.9
9 警 察 費 29,848,736 4.1 28,200,324 4.0 1,648,412 5.8

10 教 育 費 135,472,348 18.5 128,562,305 18.3 6,910,043 5.4
11 災 害 復 旧 費 24,451,096 3.3 25,021,500 3.6 ▲570,404 ▲2.3
12 公 債 費 85,338,126 11.7 82,784,942 11.8 2,553,184 3.1
13 諸 支 出 金 90,549,146 12.4 78,884,813 11.2 11,664,333 14.8
14 予 備 費 170,000 0.0 170,000 0.0 0 0.0

730,058,000 100.0 702,677,000 100.0 27,381,000 3.9合 計

令和８年度 令和７年度
区 分

22



令和８年度一般会計当初予算（案）の状況
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令和８年度 組織改正について

（主な項目）

１ 子育て満足度日本一の実現に向けたこども・子育て支援体制の強化

（１）「こども政策局長」の設置

（２）児童虐待対応の更なる迅速化のための体制強化

２ 世界に選ばれる観光県の実現に向けた官民一体の観光推進体制の再編

（「観光局」の改組）

３ 農地を活かし次世代につなぐ地域営農の更なる推進

（基本的な考え方）

「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４～新しいおおいたの共創～」を着実に
推進し、社会情勢の変化や新たな行政需要等に迅速かつ的確に対応できる組織体制
を整備する。
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現行(R7.4.1現在) 改正案

人口減少が進む中、少子化対策や依然として多い児童虐待をはじめとする困難を抱えるこどもへの支援など、複雑化・多様
化する課題に一層迅速かつ機動的に対応できるよう、こども政策全体のマネジメント機能や支援体制を強化する。

１ 子育て満足度日本一の実現に向けたこども・子育て支援体制の強化

※医療政策課
地域医療政策監が兼務

・医療的ケア児、発達障がい児支援

・自立支援協議会、自立支援給付費

・施設支援班業務
・自立支援協議会、自立支援給付費

【 福 祉 保 健 部 】

（１）「こども政策局長」の設置

こども政策のリード役として「こども政策局長」を新設する。併せて、障害福祉課から障がい児支援業務を移管するなど、
こどもに関する施策を一元化する。

【 福 祉 保 健 部 】

・医療的ケア児、発達障がい児支援
・医療的ケア児受入体制整備業務

女 性 相 談 支 援 セ ン タ ー

こ ど も 未 来 課

課 長 こ ど も 企 画 班

参事（兼）
子 育 て 支 援 班

幼 児 教 育 ・ 保 育 班

母 子 保 健 班

こ ど も ・ 家 庭支 援課

課 長 家 庭 支 援 班

こ ど も 育 成 支 援 班

中 央 児 童 相 談 所

＜ こ ど も ・ 女 性 相 談 支 援 セ ン タ ー ＞

大 分 支 所

中 津 児 童 相 談 所

二 豊 学 園

障 害 福 祉 課

課 長 管 理 ・ 計 画 班

精 神 保 健 福 祉 班

施 設 支 援 班

自 立 ・ 療 育 支 援 班

局 長

女 性 相 談 支 援 セ ン タ ー

こ ど も 政 策 局

課 長 こ ど も 政 策 班

参事（兼）
子 育 て 支 援 班

幼 児 教 育 ・ 保 育 班

母 子 保 健 班

課 長 家 庭 支 援 班

参事（兼）
こ ど も 育 成 支 援 班

＜ こ ど も ・ 女 性 相 談 支 援 セ ン タ ー ＞

中 央 児 童 相 談 所

大 分 支 所

中 津 児 童 相 談 所

二 豊 学 園

課 長

障 害 者 支 援 班

管 理 ・ 計 画 班

こ ど も 未 来 政 策 課

こ ど も ・ 家 庭 支 援 課

障 害 福 祉 課

精 神 保 健 福 祉 班

障 害 児 支 援 班
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女 性 相 談 支 援 セ ン タ ー

大 分 支 所

大分支所長 措 置 児 童 支 援 課

相 談 支 援 課

次 長 課 長 措置児童支援第一班

中 央 児 童 相 談 所

心 理 支 援 第 二 班

中 津 児 童 相 談 所

二 豊 学 園

相 談 支 援 第 三 班

相 談 支 援 第 四 班

心 理 支 援 課

〈こども･女性相談支援センター〉

課 長 心 理 支 援 第 一 班

課 長 相 談 支 援 第 一 班

相 談 支 援 第 二 班

次 長 措置児童支援第二班

女 性 相 談 支 援 セ ン タ ー

大 分 支 所

大分支所長 措 置 児 童 支 援 課

相 談 支 援 課

次 長 課 長 措置児童支援第一班

中 央 児 童 相 談 所

心 理 支 援 第 二 班

中 津 児 童 相 談 所

二 豊 学 園

相 談 支 援 第 三 班

心 理 支 援 課

課 長 心 理 支 援 第 一 班

〈こども･女性相談支援センター〉

課 長 相 談 支 援 第 一 班

相 談 支 援 第 二 班

措置児童支援第二班

現行(R7.4.1現在) 改正案

１ 子育て満足度日本一の実現に向けたこども・子育て支援体制の強化

（２）児童虐待対応の更なる迅速化のための体制強化

「こども・女性相談支援センター」の児童福祉司等を１０名増員する。また、対応件数が最も多い大分市を管轄する
「大分支所」について、「相談支援課」を４班体制に拡充するとともに、マネジメント機能の強化を図るため次長を２
名体制にする。

４１ ４７

【こども政策局 地方機関】

職員数︓117名
職員数︓127名
うち 児童福祉司71名（7名増員）

児童心理司33名（3名増員）

７１

９９

６７
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・ツーリズムおおいた調整・連携

・データマーケティング、観光統計
・宿泊業人材確保

・ツーリズム戦略
・観光振興財源の検討

・予算、議会、広報、法定業務
・おおいたツーリズム大学

観 光 産 業 振 興 班

課 長 観 光 政 策 班

【 観 光 局 】

観 光 政 策 課

・戦略パートナー連携
・海外誘客、訪日教育旅行
・高付加価値化、情報発信

観 光 誘 致 促 進 室

室 長 国 内 誘 致 班

・広域連携、関係団体との連携
・国内誘客、教育旅行等団体誘致
・地域の課題解決支援

海 外 誘 致 班

・誘客方針
・広域連携、関係団体との連携

・戦略パートナー連携
・MOU締結地域等との交流促進

・ツーリズム戦略
・観光振興財源の調整
・予算、議会、広報、法定業務

・ツーリズムおおいた調整、連携

観 光 誘 致 促 進 班

課 長 観 光 政 策 班

【 観 光 局 】

観 光 政 策 課

現行(R7.4.1現在) 改正案

世界に選ばれる持続可能な観光県を目指し、官民一体となった観光誘客活動等を展開するため、「観光誘
致促進室」を発展的に解消し、ツーリズムおおいたへの業務援助職員を拡充するとともに、県観光局の政策
立案・調整機能の更なる向上を図るなど、ツーリズムおおいたと一体となって観光推進体制を強化する。

ツーリズムおおいたへ
各事業の遂行主体を移行

( 廃 止 )

２ 世界に選ばれる観光県の実現に向けた官民一体の観光推進体制の再編
（「観光局」の改組）

３ １３
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【 農 林 水 産 部】

管 理 ・ 農 地 班

農 地 集 積 班
地域営農
推進監

課 長

地 域 営 農 企 画 班

水 田 活 用 推 進 班

生産流通部長

【 総 務 部 】

農地活用・営農推進課

園 芸 第 一 班

園 芸 第 二 班

畜 産 班

営 農 推 進 班

地域営農・水田活用班

振　興　局

【 農 林 水 産 部】

農 地 集 積 班
水田畑地化

推進監

管 理 ・ 農 地 班

園 芸 第 一 班

園 芸 第 二 班

畜 産 班

生産流通部長 営 農 推 進 班

集落営農・水田畑地化班

水田畑地化・集落営農課

課 長

【 総 務 部 】

地 域 営 農 企 画 班

水 田 活 用 推 進 班

振　興　局

現行(R7.4.1現在) 改正案

農業の成長産業化に不可欠な農地集積・集約化など農地の有効活用や、地域の特性を活かした農業・

農村の活性化による持続可能な営農を更に推進していくため、「水田畑地化・集落営農課」を「農地活
用・営農推進課」へ改称するとともに、同課に「地域営農推進監」を設置する。
併せて、各振興局の「集落営農・水田畑地化班」を「地域営農・水田活用班」へ改称する。

３ 農地を活かし次世代につなぐ地域営農の更なる推進

・水田畑地化に係
る市町村・関係
団体との連携

・中山間地域農業・農村
活性化指針の統括

・各市町地域計画の見直
しの統括
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（参考） 組織の増減状況

１．本庁

２．地方機関 ：±０（ ６２ → ６２ ）

（１）部・局：±０（８→８）
（２）部内局：＋１（３→４）

（３）課・室：△１（９４→９３）

増 減 増 減

＋1 こども政策局

部 局 名

福 祉 保 健 部

増 減 増 減

こども政策局　こども未来政策課 こども未来課

こども政策局　こども・家庭支援課 こども・家庭支援課

△１ 観光局 観光誘致促進室

０ 農地活用・営農推進課 水田畑地化・集落営農課

部 局 名

農 林 水 産 部

商工観光労働部

福 祉 保 健 部 ０
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プロジェクトチームは、多様化する行政需要に柔軟かつ機動的に対処できるように、課題に応じて部局横
断的に設置しているもの。

＜庁内の主なプロジェクトチーム＞

主な活動状況等設置目的構成名称・事務局

誘致効果を高めるため、ニーズや課題等について、
支援策を検討
（随時）

ハーモニーランドエンタメリ
ゾート化に関し、ニーズや課題
等に対応し、民間投資を円滑か
つ迅速に進め、誘致効果の最大
化を図る

７部局
（総務部、企画振興部、福祉保健
部、生活環境部、商工観光労働部、
農林水産部、土木建築部）

地元自治体（日出町、杵築市）

ハーモニーランドエンタメ
リゾート化支援プロジェク
トチーム
事務局：企画振興部

政策企画課

豊予海峡ルートに関する整備効果や技術的課題の研
究・検証、有識者による講演等
（年３回程度）

将来のプロジェクトに向け、豊
予海峡ルートに関する研究活動
等を実施

７部局
（総務部、企画振興部、福祉保健
部、生活環境部、商工観光労働部、
農林水産部、土木建築部）

豊予海峡ルートに関する
庁内プロジェクトチーム
事務局：企画振興部

交通政策企画課

賃上げ支援施策の検討・進捗管理、情報発信強化
（中小企業支援ポータルの改善）など
（年２回程度）

大分県内の中小企業等を対象と
した賃上げ支援を推進

７部局
（総務部、企画振興部、福祉保健
部、生活環境部、商工観光労働部、
農林水産部、土木建築部）

賃上げ支援に関する庁内プ
ロジェクトチーム
事務局：商工観光労働部

雇用労働室

空飛ぶクルマ発着場について県有地や県有施設への
設置可能性を検討、事業者との意見交換等を実施
（年２～４回程度）

「空飛ぶクルマ」を活用した県
内産業の振興と、その円滑な導
入に向けた庁内関係課の機動的
な連携、事業者へのフォロー
アップを実施

６部局
（総務部、企画振興部、生活環境
部、商工観光労働部、農林水産部、
土木建築部）

空飛ぶクルマに関する庁内
プロジェクトチーム
事務局：商工観光労働部

先端技術挑戦課

プロジェクトチームの活動状況
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1993年
年少人口と

老年人口が逆転

（２）本県の人口と社会保障関係費について
人口及び高齢化率等の推移

総務省統計局の統計及び国立社会保障・人口問題研究所の推計より作成
2025年は概報値

（0～14歳） （15～64歳） （65歳以上）（0～14歳） （15～64歳） （65歳以上）

・本県の人口は、2025年から2040年にかけて12.8％減少し、全国平均の減少率8.5％を上回って減少する見込み
・本県の高齢化率は、2025年に34.6％で全国平均を上回っており、2040年に38.4%、2055年には40.6％でピークを迎え、その後も高止まり

出典：「人口動向分析・将来人口推計のための基礎データ等（令和6年６月版）」
内閣府地方創生推進室より提供

1985年
125.0万人

高齢化率
7.1%

高齢化率
34.6%

2025年
107.4万人

12.0万人

58.2万人

37.2万人

2025⇒2040にかけての
人口減少率：約12.8％

高齢化率
40.6%

2040年
93.6万人

（万人）

高齢化率
5.7%

高齢化率
29.4%

2025年
12321.0万人

1347.0万人

7353.0万人

3621.0万人

2040年
11283.7万人

2025⇒2040にかけての
人口減少率：約8.5％

（万人）

新産業都市指定によ
る企業誘致の進展等
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高齢化率
37.6%

高齢化率
34.8%

高齢化率
38.4%



（２）本県の人口と社会保障関係費について
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社会保障関係費の推移と見通し（大分県）

（出典）2025年までの人口は実績、
2030年以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計
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(H17)

2010

(H22)
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(H27)
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(R2)

2025

(R7)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

2050

(R32)

本県の人口構造と社会保障関係費

65歳未満 65～74歳 75～84歳 85歳以上 社会保障関係費

（当初予算） （億円）
（千人）

2025
(R7)

2010
(H22)

2000
(H12)

1,407,0001,054,000784,000国

1.331.34（伸び率）

940.5611.2414.9大分県

1.541.47（伸び率）

・2025年にいわゆる「団塊の世代」の全員が後期高齢者である75歳以上となった
・75歳以上の医療・介護の一人当たりの国庫負担は、65～74歳との比較で医療は4倍、介護で9倍になるとされている（※１）

・国は、今後の医療・介護ニーズを見据え、都道府県が策定する「新たな地域医療構想」にかかるガイドラインを検討（今年度公表予定）
・2025年度の本県の社会保障関係費は、2010年と比較し1.54倍に増加し、国の伸び率（1.33倍）を上回る（下表）

2040年度には、総額で約1,387億円になると推計（下図）(※２)

（単位：億円）

1,387億円
（2040年推計）

国
を
上
回
る
伸
び

（※２）「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（2018年5月 内閣官房・内閣府・財務省・厚労省）を参考に試算

（※１）財務省公表資料「これからの日本のために財政を考える（2025年）」より抜粋

地域医療構想

中長期な人口構造や地域の医療ニーズの変化
を見据え、将来の必要病床数を推計し、医療
機関の機能分化・連携を進め、医療を効率的
に提供できる体制の確保を目的とするもの

234千人

(22.7％)

215千人

(25.6％)

114千人

(9.3％) 170千人

(14.2％)

217千人

(20.2％)

団塊の世代の
全員が後期高齢者

団塊ジュニアの
全員が後期高齢者

75歳以上人口の
ピーク

955.1
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社会保障関係費（総額）計 95,508百万円

2,698

1,755

1,633

7,053

10,212

12,800

24,971

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

その他扶助費

生活保護

難病等特定疾患対策

子ども・子育て関係

障害福祉関係

介護保険給付費県負担金等

国民健康保険・後期高齢者医療等

4,939 

1,280 

3,089 

15,121 

18,774 

19,194 

33,111 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000

その他扶助費

生活保護

難病等特定疾患対策

子ども・子育て関係

障害福祉関係

介護保険給付費県負担金等

国民健康保険・後期高齢者医療等

（百万円）

（百万円）

2026(R8)年度当初予算

社会保障関係費（総額）計 61,122百万円2010(H22)年度当初予算

1.33倍
（R7：1.39倍）1.50倍

（R7：1.47倍）

社会保障関係費の内訳（大分県）

・2026(R8)年度当初予算における医療・介護にかかる予算は、社会保障関係費全体の約55％
・国民健康保険・後期高齢者医療等にかかる予算は2010(H22)年度と比較し1.33倍、介護保険給付費県負担金等にかかる予算は1.50倍
・将来の支え手確保に繋がる子ども・子育て関係予算は、各種の手当てや制度の充実により、2010(H22)年度と比較し2.14倍

5%
1% 3%

16%

20%20%

35%

社会保障関係費に占める割合

国民健康保険
後期高齢者医療等

介護保険給付費等

4%
3% 3%

11%

17%

21%

41%

社会保障関係費に占める割合

国民健康保険
後期高齢者医療等

介護保険給付費等

2.14倍
（R7：2.06倍）

子ども・子育て関係

子ども・子育て関係

障害福祉関係

障害福祉関係

55％

62％
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持続可能な社会保障制度の運営に向けて

高齢者・女性の活躍・就労促進

○働きやすい職場環境の整備
・企業や各分野における働きやすい職場環境整備の促進
・求人の開拓による就業機会の確保

○地域活動等の参加促進

社
会
保
障
給
付
費

高
齢
者
・
女
性
の
就
労
率

社
会
参
加
率

支えられる側から支える側へ

医療費適正化

○データヘルスの推進
・データ分析に基づく効果的・効率的な保健事業の推進
・生活習慣病の予防と早期発見

○健康寿命の延伸
・県民総ぐるみの健康づくり運動と社会環境の整備
・地域ごとの健康課題対策強化

○在宅医療・地域医療構想の推進
・地域医療構想の見直しによる医療機関の機能分化・連携促進

介護予防・自立支援

○介護予防
・通いの場の多様化と魅力向上やフレイル対策

○自立支援・重度化防止

・地域包括ケアの基盤強化と自立支援型サービスの推進

伸びを
後ろ倒しに

給付費を抑える



（２）本県の人口と社会保障関係費について
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・医療・介護ニーズの増大する７５歳以上人口の増加や医療の高度化等に伴い、今後も医療費は増加する見込み

県 民 医 療 費 の 推 移

健康・医療

3,923
4,345 4,477 4,641 4,751 4,801

5,035 5,149 5,317 5,491

75歳以上人口の割合

【出典】医療費：厚生労働省 国民医療費の概況 等
人口：人口推計等



 20.0
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 35.0
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 45.0

 50.0
万円

全国平均３８．７万円

大分県 ４５．９万円

37【出典】厚生労働省 国民医療費の概況

県民一人当たり医療費（2023(R5)年度）

・本県の県民一人当たり医療費（2023(R5)年度）は45.9万円で、全国平均より約７万円高い
・食事や運動などの生活習慣が、発症や進行に影響する生活習慣病は、医療費全体の23.5％

（２）本県の人口と社会保障関係費について 健康・医療

高血圧性疾患
35６億円
32.9%

糖尿病
20３億円
18.7%

脳血管疾患
184億円
17.1%

腎不全
170億円
15.7%

虚血性心疾患
89億円
8.3%

脂質異常症
7９億円
7.3%

大分県の医療費（2023(R5)年度・4,611億円）

生活習慣病の医療費内訳

その他の疾患
3,530億円

76.5%

生活習慣病
1,081億円

23.5%

【出典】厚生労働省提供データを基に県民健康増進課作成
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大分県・糖尿病性腎症を原疾患とする患者数(人)

（人） 取組１【2016年（H28）】
・地域で糖尿病診療の窓口となる、
「おおいた糖尿病相談医」の養成開始

・市町村（国保保険者）がハイリスク患者への
個別の生活指導や受診勧奨を行う手順を定めた
「大分県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」作成

・市町村（国保保険者）がプログラムに基づく個別支援を開始

取組２【2019年（R1）】
・かかりつけ医・専門医・保険者連携による患者支援の強化の
ため、大分県医師会・大分大学・大分県の三者連携協定締結

取組３【2020年（R2）】
・大分大学医学部附属病院に専門外来を設置し、かかりつけ医
への助言を開始

取組４【2021年（R３）】
・本県独自にプログラムを改定し、個別支援対象者を拡大
・本県独自にかかりつけ医から専門医への紹介基準を図示した
診療ガイドの作成

取組５【2024年（R6）】
・国の通知を踏まえた個別支援対象者の拡大

（プログラム及び診療ガイドの改定）

取
組
３

取
組
１

取
組
２

取
組
４

取
組
５

糖尿病性腎症の重症化予防

（２）本県の人口と社会保障関係費について

【出典】日本透析医学会「わが国の慢性透析療法の現況」を基に県民健康増進課作成

･人工透析は多額の医療費（※）がかかり、頻回な通院による時間的制約も大きいため、その予防が重要
･本県では透析患者の減少に向け、2016(H28)年度から糖尿病性腎症の重症化予防に取り組んでおり成果が表れつつある

（※）
透析にかかる１人当たり医療費は、1回あたり
約3万円、年間約500万円かかるとされている
（出典：日本透析医会調べから算出）

新規透析患者数の推移

おおいた糖尿病相談医
登録プレート

健康・医療
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【健康寿命延伸のためのカギ】

（２）本県の人口と社会保障関係費について
健康寿命延伸のための取組

・健康寿命の延伸を目指し、県民総ぐるみの健康づくり運動を推進
・６つの分野に重点的に取り組むことで、生活習慣病の発症・重症化を予防

・健康寿命 大分県 男性 72.37年（全国25位） 女性 75.94年（全国10位）
・健康寿命日本一おおいた創造会議や健康寿命延伸アクション部会の開催

・「みんなで延ばそう健康寿命」推進月間（10月）など県民運動の推進
・健康経営事業所の登録・認定の拡大 （登録２，６４１事業所・認定９０１事業所）
・大分県独自の「健康寿命評価指標（１３項目）」を活用した市町村の取組支援

【県民総ぐるみの健康づくり運動と社会環境の整備】

・「うま塩（減塩）」や「もっと野菜（野菜摂取）」の普及啓発
・秋のお弁当キャンペーン（健康的な弁当の普及啓発）の実施

2025/10/17 ～ 11/16 約３５，０００食販売

・健康アプリ「あるとっく」を活用した職場対抗戦やイベントの開催
職場対抗戦 第１回（7・8月） 304グループ・2,787人

第2回（10・11月） 386グループ・3,549人 参加

・「あるとっく」のコラム等での情報発信
5/30 あなたの心と体は健康ですか 等

・おおいた心と体の職場環境改善アドバイザーの派遣

・受動喫煙防止に関する普及啓発
世界禁煙デー（5/31）の街頭啓発キャンペーン 等

・飲食店への指導等

・むし歯・歯周病予防・オーラルフレイル予防（健口体操等）
の推進

・事業所への歯科保健に関する出前講座

・SNS活用による特定健康診査の受診勧奨
・「あるとっく」を活用した、健康診査・がん検診・歯科健診の

トリプル健診キャンペーン実施

栄養・食生活

身体活動・運動

休養・こころの健康

たばこ

歯・口腔の健康

健（検）診受診 健
康
診
査

が
ん
検
診

歯
科
健
診

2023.8.29 健康寿命日本一おおいた創造会議

健康・医療
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順位
スコア

市町村順位

79九重町1

80竹田市2

112国東市3

113臼杵市4

114姫島村5

119杵築市6

121由布市7

122日田市8

123大分市
9

123玖珠町

125佐伯市
11

125豊後高田市

131津久見市
13

131豊後大野市

136日出町15

142宇佐市16

158別府市17

169中津市18

順位
スコア

市町村順位

82九重町1

91竹田市2

100臼杵市3

106国東市4

108佐伯市5

109日田市6

113大分市7

120姫島村8

122玖珠町9

124由布市10

125豊後高田市11

130豊後大野市12

134津久見市13

140日出町14

141杵築市15

151宇佐市16

153別府市17

171中津市18

【男性】 【女性】

・健診データ等を活用し、各市町村の課題を「見える化」できる県独自の評価指標を2021(R3)年度に設定
・2024(R6)年度からは県独自の補助金を創設し、市町村の課題解決を支援

【評価指標の順位（2024(R6)年度）】

※お達者年齢 … 介護保険の「要介護２以上の認定を受けていない」期間の平均値により算出

目 的：｢メタボ該当者の割合｣｢血糖高値の割合｣改善のため、働き世代の運動習慣定着を図る。
対 象：市内の健康経営事業所に勤務する個人１７名
取組内容：市内のスポーツジムのトレーナーが個別の運動プログラムを作成

１回１時間程度の筋トレを週２回、３か月間（２４回）実施
評価方法：実施前後の体組成（体重や体脂肪率など）測定と運動習慣に関する聞き取り調査
結 果：既にプログラムを修了した８名中６名が運動継続希望ありジムに入会

※※
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【豊後大野市の状況（2024(R6)年度）】

【県の補助金を活用した豊後大野市の取組（2025(R7)年度）】

男性 女性

健康・医療（２）本県の人口と社会保障関係費について
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介護・高齢者福祉

【出典】 厚生労働省 介護保険事業状況報告

・全国、本県ともに、2000(H12)年度の介護保険制度創設以来、要支援・要介護者数は増加傾向にあるものの、本県の要介護認定率※1 は、
2012(H24)年度から地域ケア会議の開催による自立支援型ケアマネジメント※2 に取り組んだことで好転、全国より低く推移

要介護認定率＝
65歳以上の方（＝第１号被保険者）

要支援者＋要介護者 ※2…本県では平成24年度から、理学療法士や歯科衛生士等の多職種がご本人の
自立支援に資するケアプランを作成する「地域ケア会議」を全国に先駆けて
開催し、25年度末には全市町村で実施されている。

※1

要介護認定率の推移

2012(H24)～全国に先駆け「地域ケア会議」導入

～ ～ ～

18.0％
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42【出典】 厚生労働省 介護保険事業状況報告

・自立支援型ケアマネジメントに取り組んだ結果、本県の給付費伸び率は、全国と比べると緩やかになっている

（億円） （億円）

全国 2023(R5)年度
10兆8,356億円

介護給付費の推移

2012(H24)年度
8兆1,370億円

1.21倍1.33倍

介護・高齢者福祉
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全国の給付費伸び率(1.33倍)で推移した場合に
比べ、約118億円の抑制効果あり

大分県

2012(H24)年度
962億円

2023(R5)年度
1,161億円
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「通いの場」の箇所数と参加率
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●高齢者の筋力アップにつながる「めじろん元気アップ体

操」の普及（2012(H24)～）

●リハビリ専門職の派遣による助言・指導（2014(H26)～）

●ｅスポーツ、認知症予防教室など、活動の多様化に向けた

支援（2024(R6)～）

大
分
県
の
取
組

・本県の通いの場の箇所数は3,258か所まで増加

・高齢者の参加率 ※1は、11年連続全国１位

※1 通いの場への参加率 ＝ 通いの場に月1回以上通った参加者の実人数 ÷ 高齢者(65歳以上)人口

認知症予防教室

「通いの場」の充実

・高齢者の介護予防
・地域のつながり維持

大分県参加率

全国参加率

県内箇所数

通いの場 ･･･ 地域で暮らす高齢者が、公民館などの身近な場所に集まり、
住民主体の運営で体操や茶話会、趣味活動等を実施

ｅスポーツ（太鼓の達人）

めじろん元気アップ体操

介護・高齢者福祉
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段差は手すりがないと
移動が難しい状態

ストレッチ、足踏み運動
ステップ運動 等

配食ボランティアに
参加できるほどに改善

サービス利用前
サービス

（毎週利用）
サービス利用後
（3か月後）

サービス利用による変化の例

・自立支援型ケアマネジメントのツールとして、要支援１、２の方へ短期集中的な機能訓練を推進

◆掃除や入浴、買い物など、身の回りのことができにくくなった方が再びできるように、リハビリ専門職が

原則３か月間、集中的にサポートし改善を目指す自立支援型サービス（短期集中予防サービス）を県内全

市町村で実施

◆実施後、状態が改善（自立）に至った割合は約８割（2023(R5)年度本県実績）

●市町村に対する当該サービスの有効性の周知（2018(H30)～）

●アドバイザー(リハビリ専門職)派遣による事業所の

立上げ及び伴走支援（2018(H30)～ ）

●動画、リーフレットによる県民への普及啓発（2021(R3)～）

・当該サービス提供事業所数：98事業所
・利用者数：2,034人（2024(R6)年度）
・全市町村での実施は全国で大分県のみ

大
分
県
の
取
組

全国平均を下回る
要介護認定率を

維持

全国平均を下回る
要介護認定率を

維持

【参考】 介護給付費の適正化効果
2023(R5)年度に公表された竹田市での効果検証では、本サービス利用グループ（1２３人）は、未利用グループ（71人）と比較し、３年間の介護給付費が
一人当たり約50万円（約90万円→約40万円）低くなっていた。 （検証団体…一般社団法人日本老年学的評価研究機構、日本福祉大学、オムロン株式会社）

自立支援型サービスの推進

介護・高齢者福祉
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15～74歳人口

15～74歳就業者数

【出典】 総務省 労働力調査・就業構造基本調査

【方向性】引き続き、高齢者・女性を含む
働き手を持続的に確保

・本県の15～74歳人口は、2020年から2024年までの間に3.3万人減少（▲4.2％）
・一方、本県の15～74歳就業者数は、同期間で2.2万人減少（▲3.8％）

（１）15～74歳就業者数（大分県）

(人)

(年)

支え手の確保について
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(人)

（２）本県の人口と社会保障関係費について 支え手の確保について

（２）高齢者の就業状況（大分県）

・県内の65歳以上の常用労働者数は18,908人で、この10年間で2.8倍増加
・全国の現在働いている60歳以上男女の８割以上が「70歳を超えても働きたい」と回答（内閣府調査）
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【出典】 「高年齢者雇用状況等報告」（大分労働局）※ 31人以上規模企業の状況

大分県の取組

〔企業向け〕
◆ シニア雇用推進員による企業訪問
・シニア雇用推進員を配置し、事業所訪問を通じた企業のシニア
雇用の情報収集
・企業の意識啓発やシニア向けの求人開拓、国の各種支援制度
の案内
・大分労働局と連携した、シニア雇用情報を活用した取組み

◆ 企業に対するシニア求職者の受入れ機運の醸成
・シニア求職者を雇用する企業に向けて、受入れ環境整備に関す
るセミナーの開催

〔求職者向け〕
◆ 大分県中高年齢者就業支援センターの運営
・就職支援相談員を配置し、ハローワークが実施する職業相談・
職業紹介と併せて、キャリアコンサルティング等を行い、求職者の
キャリアの自己理解や職業理解の促進、求職条件の緩和指導
などを通じて、求人者とのミスマッチを解消し再就職を支援
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女性の年齢別就業率

出典：就業構造基本調査（総務省）

・本県の女性就業率は10年前に比べ上昇
・年代別就業率は30-34歳では全国平均を下回るものの、その後の年齢層で就業率が全国を上回っている

（３）女性の就業状況（大分県・全国）

大分県の取組

◆再就職に向けた伴走型支援
・女性と女性の雇用に積極的な県内企業とのマッチング
イベントを開催
・就職アドバイザーによる適職診断会や交流会を開催し、
女性の再就職に対する不安解消を図る

◆テレワーカーの就業支援
・多様な働き方の実現に向けてテレワーカーとしての就
業を希望する女性を対象にテレワーク商談会を開催

◆求人・求職のミスマッチの解消
・企業における女性就労の理解を深め、女性の採用・
活躍促進に向けたセミナーの開催
・ロールモデル紹介のための女性活躍動画制作

支え手の確保について

(％)
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論 点

48

医療・介護費の抑制について、これまでも様々な対策を実施して

きたが、特に県民の健康寿命延伸など、さらに効果的な取組を進

めていくためには、どのようなことが考えられるか



報告事項

（１）大分県DX推進戦略の改定について
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位置づけ

○大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造ビジョン2024」の分野別計画
〇大分県行財政改革推進計画2024と軌を一にデジタル社会を実現する計画
○官民データ活用推進計画(官民データ活用推進基本法)

計画期間

○随時アップデート予定

戦略・戦術体系(概要)

DX推進基盤

暮らしのDX（県 民）

産業のDX（県内事業者）

行政のDX（自治体）

大分県DX推進戦略の改定について

• R３年度末、県政のあらゆる分野でDXを推進するため、暮らし、産業、行政、推進基盤の４分野ごとに「ありたい姿」をとりまとめ、大分県DX推進戦略を策定

• 想定を上回る人口減少等の社会問題、生成AI等の急速な技術革新等を踏まえ、R7年度にアップデートを実施

１．経緯

• 基本的な理念は前戦略を踏襲し、あらゆる分野で県民視点に立ったＤＸを全庁挙げて組織的・横断的に推進するもの

公共性の高い分野に重きを置きつつ、「ありたい姿」に外部有識者の意見、最新の技術動向を反映

• 「ありたい姿」実現に繋がる具体的施策として、長期総合計画・行革推進計画に含まれる内容に加え、政府戦略等を踏まえた先進的な取組を記載することで、「あり
たい姿」と取組の関係が明確になるよう体系的に編綴

• 実効性を高めるため政策的なアウトカム・KPIを含む内容とし、「ありたい姿」の実現度合いを可視化

２．新たなDX推進戦略の概略

• 来年度以降、「ありたい姿」実現につながる取組の企画・立案支援や、目標達成を前倒しを図るため、デジタル政策課が県庁各所属を支援

〇施策立案・実行に向けた伴走支援：デジタル関連施策の企画立案に係る相談対応、デジタル技術実装の伴走、先進事例等の施策提案

〇外部有識者等の活用：DXアドバイザー活用プロジェクトの募集

〇多様な財源確保の模索：補助事業への応募等、財源確保に向けた伴走支援

３．今後の予定

対象組織

○知事部局、各種委員会、企業局、病院局、教
育庁、県警本部
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・ICT機器及びテクノロジー活用による医療・介護サービスの高度化、高質化
・医療データ等の関係機関共有による適切な治療・ケアの切れ目なく迅速な提供
・データ活用による予防・健康づくりの推進

医療・介護・健康

・子育て家庭の簡単かつ迅速な情報アクセス実現と行政手続きの簡便化
・プッシュ型子育て支援と保育DXによる子育て世帯・保育現場の負担軽減

こども

・遠隔配信を活用した多様できめ細かな教育の提供
・横断的な学びの充実と先端技術による創造性の育成
・先端技術による業務効率化と教員の教育指導に専念するための環境実現
・意欲や希望に応じた生涯学習環境の充実

教育

・デジタル技術による芸術文化の場の拡大
・先端技術を活用したスポーツ環境の整備

芸術文化・スポーツ

・最先端モビリティによるオンデマンドな交通サービスの実現
・ドローン配送や業務効率化による物流の改善

交通・物流

・情報収集・共有・分析による災害からの早期回復
・県民一人ひとりの防災情報の適時、的確な入手と早期避難行動の定着
・衛星通信やドローンによる防災体制の高度化

防災

・県有再エネ発電施設のスマート化によるカーボンフリー電力の供給
・デジタル技術による廃棄物の適正処理徹底
・集落活動におけるデジタル技術の日常活用

生活環境

防災、医療・福祉、交通、教育など、あらゆる分野で県民生活の質の向上が図られ、便利で豊かな暮らしを送ることができている。

暮らしのDXにおける「ありたい姿」

4．各分野の「ありたい姿」（案）の概略
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誰もがデジタル社会の恩恵を受けるデジタルインフラが整備され、ビジネスや市民活動に活用されている。

県民がいつでもどこでも、簡単で便利に、公共サービスを受けることができている。

商工業や観光産業、農林水産業、建設産業などあらゆる産業でDXが進み、生産性や競争力が向上するとともに、デジタル技術
を活用した企業文化や働き方が定着し、新たなサービスの提供によって地域経済が活性化している。

・オンライン化による県民本位の行政サービス実現行政サービス改革

・生成AI等の最新デジタルツール活用による行政効率化と県民サービスの向上行政の高度化・業務改革

・デジタル人材の育成と行政実務におけるDX推進デジタル人材の育成・確保

・市町村DX支援と県民生活の質向上 ・デジタル技術活用による地方創生と地域活性化市町村DX支援

・デジタル技術を活用した大分の魅力発信と県産物市場拡大 ・AIとデータ分析による最適化された情報発信デジタルマーケティング

産業のDXにおける「ありたい姿」

・DX推進による生産性向上と産業競争力の強化商工業

・スマート技術導入による農林水産業の成長産業化農林水産業

・データマーケティング基盤強化による効率的な情報発信を通じた観光産業の成長観光産業

・ICT活用による建設産業の発展と働き方改革の推進
・ドローンやAI解析等のデジタル技術による社会インフラの老朽化対策推進

建設業

・AI・ロボット等の先端技術の導入・活用による地域経済を牽引する中核企業の創出と地域課題の解決先端技術

行政のDXにおける「ありたい姿」

・先端通信技術による災害被害を受けないインフラの確保 ・次世代通信規格による業務高度化通信インフラの確保・高度化

・分野、業界の境目が無い横断的データ連携環境の整備・活用による施策最適化、生産性向上データ連携を支える基盤整備

・情報セキュリティと偽誤情報対策の徹底 ・地方公共団体を中心としたサイバーセキュリティ対策徹底セキュリティの確保

・県民のデジタルリテラシー及びデジタルスキルの習得 ・目的に応じたデジタルツール等の活用と安全な利用デジタルデバイド対策

DX推進基盤における「ありたい姿」
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 昨今の技術進歩を踏まえ、先端技術を活用した取組・ＫＰＩを具体化

（例）交通・物流：先端技術を活用した優良事例の創出・横展開（自動運転バス等）

⇒ 自動運転バスの運行台数：３台（R15）

次世代空モビリティの実装に向けた技術・サービス開発等への支援

⇒ 空飛ぶクルマの運行エリア：２市町村（R10）

防災：ＡＩ等を活用した災害情報の収集や分析による初動対応の強化

⇒ 自主防災組織の訓練参加者数：171,000人/年（R17）

 国の政府戦略（デジタル重点計画等）を踏まえた取組を記載

（例）医療：全国医療情報プラットフォーム（介護情報基盤等）の構築

⇒ 介護情報基盤が稼働した市町村数：18市町村（R15）

こども：病児保育ネット予約サービス等の活用による利用者の利便性向上に向けた取組

⇒ PMH(Public Medical Hub)を導入した市町村数：18市町村（R10）

 住民に身近な市町村との連携により進める取組を増加

（例）こども：放課後児童クラブにおける保護者や支援員のニーズに応じたICT活用の推進

⇒ 放課後児童クラブへのICT導入率：80%（R９）

生活環境（多文化共生）：AI翻訳ツールを活用した多言語による相談対応

⇒ AI翻訳等を活用した外国人相談体制の県内カバーエリア：18市町村（R15）

 これまでにない挑戦的・特徴的なKPIを記載

（例）医療：ICT機器等を導入した病院の割合：100%（R15）

入所型施設（特養・老健）のDX機器のパッケージ型導入率：100%（R15）

教育：遠隔教育を活用している高校数（受信校数）：28校（R15）

5．主な取組・KPI

大分県DX推進戦略の改定について報告（１）
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【概要】

・県のホームページを基に、生成ＡＩを活用して回答

・生成ＡＩが週１回ペースで情報を学習し、新しい情報を回答に反映

・曖昧な内容の質問に対しても、生成AIが文脈を理解し回答

・世界のほぼ全ての言語に対応（例：英語、韓国語、中国語、ベトナム語等)

２.「大分県ＡＩチャットボット」の概要

１.背景・課題

県ホームページの情報は多岐にわたり、情報量も多い
⇒目的の情報を探したり、担当所属を見つけることに時間を要する

誰もが容易かつ的確に希望する情報へアクセスできる対策が必要

【想定される効果】

・県民が求める情報へのアクセスが大きく改善する

・閉庁時でも必要な情報を得ることができる

・会話のログから、県民の関心や困りごとをリアルタイムで把握し、県の施策に反映させることも可能となる

・回答できなかった項目に対応することで、ホームページの改善につながる

・ＡＩチャットボットが自動で回答することで、県民のサービス向上と職員の業務改善に寄与する

県ホームページへのＡＩチャットボットの導入について

※生成ＡＩを活用したチャットボットの導入は九州初
【利用方法】

・県ホームページ右下に表示さ
れる緑の「？」のアイコンを
クリックする

・チャットボット画面下部の
「質問を入力」枠に質問を入
力し、三角のボタンをクリッ
ク（スマートフォンの場合は
タップ）する

・「〇〇について知りたい」な
ど会話のように質問する

さらに詳しく聞きたいことが
あれば追加で質問することが
できる

（チャットボット画面） （ＨＰ表示画面）

【試行運用開始日】

令和８年２月１９日（木） （４月１日から本格運用）

報告（１）関連
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報告事項

（２）指定管理について（第２回委員会等の意見への対応状況）

55

【令和7年度第2回行財政改革推進委員会および指定管理者評価部会の意見要旨】

・各施設の利用料金や使用料について、近年の急激な物価高騰や賃金上昇を踏まえて、現在の料金
設定が適切であるか検証すべき

・おおいた動物愛護センター ドッグラン・多目的広場について、受益者負担でより良いサービス
に繋げるために、収支状況を踏まえた抜本的な見直しが必要ではないか



指定管理について(意見を受けての対応状況)報告（２）
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（１）使用料および利用料金について

（２）おおいた動物愛護センター ドッグラン・多目的広場について

全ての指定管理施設において、現行の受益者負担が適正であるか一斉検証を行った結果、下記のとおり料金を改定する
（R8.第1回定例会に条例の改正案を提出、R8.4.1施行）

指定管理者が継続して安定した運営を行えるよう、県民の利用状況を踏まえた上で、サービスの質を向上させるとともに、

休業日及び利用時間を指定管理者が柔軟に設定できるよう見直し （利用規則を改正、R8.4.1施行）

・施設の維持管理費や事務に要する経費について、
人件費や物価の上昇に伴う増加経費等を反映

・福祉団体の施設使用料を一部無償化する負担
軽減策も実施

・使用料と同様の考え方により見直し

・指定管理者が機動的に料金改定を行えるよう、
条例上の上限料金を引き上げ

（実際に徴収する利用料金は、条例の範囲内で
指定管理者が設定する）

改定額
（円）

単 価（円）
単 位項 目施設名

改定後現 行

＋2,40032,60030,200時間総合競技場
大分スポーツ公園

＋40022,30021,900時間照明設備使用料

▲1,100無料1,1009:00～正午会議室（母子・父子団体等 ※）大分県母子・父子福祉センター

＋7,50040,10032,600月/隻浮桟橋専用使用料別府港北浜ヨットハーバー

【 改定後（案）の一例（使用料）】

※母子・父子家庭の者や母子・父子福祉団体以外の使用料は増改定
【 改定後（案）の一例（利用料金）】

改定額
（円）

単 価（円）
単 位項 目施設名

改定後現 行

上限を＋39,500
390,300

～625,000
390,300

～585,500
全日大ホール

（公演、入場料3,000円超）
大分県立総合文化センター

上限を ＋1,0000～15,7000～14,700一棟一泊コテージ大分農業文化公園

上限を ＋350100～700100～350時間/頭ドッグラン（共同利用）
大分動物愛護センター
ドッグラン・多目的広場 料金区分を新設

7,000
～20,000

-
全日

（全部使用）
多目的広場（催しのため設
けられる仮設工作物）

使 用 料（13施設）

利用料金（7施設）

改正後現 行

・ 月曜から金曜まで（休日を除く）（ドッグランに係るものに限る）、年末年始

・ センターの利用の状況に応じて、期間を定めて、休業し、開業することができる

・ 月曜日（ドッグラン）、年末年始

・ 特に必要があると認めるときは、臨時に休業し、開業することができる
休 業 日

・ 午前９時～午後５時

・ センターの利用の状況に応じて、期間を定めて、変更することができる

・ 午前9時～午後５時

・ 特に必要があると認めるときは、臨時に変更することができる
利用時間



大分県DX推進戦略

令和８年２月 大分県

報告（１）参考資料
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５．大分県DX推進戦略 骨子

商工業

農林水産業

観光産業

建設産業

先端技術

医療・介護・健康

こども

教育

芸術文化・スポーツ

行政サービス改革

行政の高度化・業務改革

庁内のデジタル人材の育成・確保

市町村DXの推進

通信インフラの確保・高度化 データ連携を支える基盤整備 セキュリティの確保

デジタルデバイド対策

以下の４つの分野における各項目（21項目）のありたい姿を具体化していく。（概ね10年後をイメージしたもの）

交通・物流 デジタルマーケティング

防災

生活環境

暮らしのDX 産業のDX 行政のDX

DXの推進基盤
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